
大阪モノレール延伸事業

（門真市新橋町～東大阪市若江西新町）

〔門真市・大阪市・大東市・東大阪市〕

1

令和６年度 建設事業評価

【再々評価】
（（事業計画の大幅な変更）※事業費の３割以上）

令和6年度第3回（R6.7.24）
大阪府建設事業評価審議会

【資料１】
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第2回審議会での意見を踏まえた追加説明

１．公共工事設計労務単価と賃金の乖離

２．今後の事業進捗見込み



１．公共工事設計労務単価と賃金の乖離

■公共工事設計労務単価（公共事業労務費調査）
・国土交通省及び農林水産省では、毎年、公共工事に従事する労働者の賃金を職種ごとに調査し、その調
査結果に基づいて公共工事の積算に用いる「公共工事設計労務単価」を決定。 ※積算上の設定値

● 労働者本人が受け取るべき賃金を基に、日額換算値（所定内労働時間8時間）として労務単価を設定
⇒ 例えば、日給制の労働者が受け取る日当よりも広い概念。法定福利費（個人負担分）も全額反映
● 労務単価には、事業主が負担すべき必要経費（法定福利費、安全管理費等）は含まれていない

■賃金（毎月勤労統計調査）
・厚生労働省では、毎月、日本標準産業分類に基づく16大産業に属する常用労働者５人以上の事業所
を対象に、賃金、労働時間及び雇用の変動を調査。 ※支払われた給与の実績値

● 名目賃金は、調査から推計した「現金給与額の支払総額」を調査から推計した「常用労働者の総数」で除して算出

追加説明資料

※厚生労働省公表資料より引用

労働者本人が受け取るべき賃金（≒労務単価）

この他に事業主が支払う人件費（必要経費）

※国土交通省公表資料より引用
公共工事設計労務単価と
雇用に伴う必要経費
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１．公共工事設計労務単価と賃金の乖離

※国土交通省公表資料を一部加工公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

・国土交通省の決定する公共工事設計労務単価の推移と、厚生労働省の調査による名目賃金(現金給与
額)の推移を比較すると、両者の伸び率に乖離があることが分かる。

● R5公共工事設計労務単価：全国全職種平均 約1.7倍

● R5名目賃金(現金給与額)：調査産業計 約1.05倍 、 建設業 約1.2倍 ※いずれもH24比

追加説明資料

※指数は令和２年＝100とした数値である。

第１表  月間現金給与額
 (事業所規模５人以上、平成24年度確報)

現金給与総額
産　　　業 きまって支給 特別に支払われ

所 定 内 給 与 所 定 外 給 与
前年度比する給与 前年度比 前年度比 前年度比た給与 前年度比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 313,695 -0.7 260,999 -0.3 242,328 -0.5 18,671 0.9 52,696 -2.5 

鉱業，採石業等 368,070 -4.2 300,487 -6.9 275,774 -7.8 24,713 4.6 67,583 10.4 

建　　設　　業 365,505 -1.7 319,643 0.0 298,815 0.3 20,828 -4.5 45,862 -12.2 

製　　造　　業 371,362 -0.4 301,320 -0.1 271,916 -0.1 29,404 -0.2 70,042 -1.6 

電気 ・ ガス業 545,641 -3.4 430,417 -1.8 382,235 -0.5 48,182 -11.3 115,224 -8.9 

情 報 通 信 業 481,175 -0.1 382,981 0.1 346,304 0.1 36,677 0.1 98,194 -0.9 

運輸業，郵便業 335,711 1.6 286,121 0.8 248,224 1.1 37,897 -1.5 49,590 6.9 

卸売業，小売業 270,437 0.7 226,018 0.5 215,598 0.2 10,420 7.0 44,419 1.8 

金融業，保険業 462,582 -0.1 357,436 0.2 332,683 0.0 24,753 3.6 105,146 -1.1 

341,572 -0.3 279,697 -0.2 262,357 -0.6 17,340 6.8 61,875 -1.1 
443,914 0.1 360,248 0.2 333,432 -0.6 26,816 12.6 83,666 -0.1 

126,471 -1.8 119,427 -2.0 113,740 -2.2 5,687 3.1 7,044 2.1 

219,874 3.8 197,842 2.3 189,017 2.2 8,825 4.6 22,032 19.7 
教育，学習支援業 385,513 -1.9 302,432 -1.4 297,049 -1.4 5,383 0.1 83,081 -3.4 

医　療，福　祉 294,679 -0.3 248,010 -0.4 233,606 -0.4 14,404 -1.0 46,669 0.5 
複合サービス事業 356,945 -3.3 281,100 -2.5 269,171 -1.8 11,929 -16.4 75,845 -6.0 

252,590 -1.9 220,254 -0.7 202,752 -0.5 17,502 -2.6 32,336 -9.3 

事業所規模３０人以上

調 査 産 業 計 356,475 -0.7 289,199 -0.1 265,370 -0.2 23,829 -0.3 67,276 -3.3 

製 造 業 402,977 -0.4 319,971 0.1 286,146 0.3 33,825 -1.4 83,006 -2.7 
卸売業，小売

業
307,804 1.4 247,809 1.5 235,166 0.9 12,643 11.0 59,995 1.7 

医 療 ， 福
祉

336,009 -0.1 279,452 -0.4 260,533 -0.2 18,919 -2.0 56,557 1.5 

生活関連サービス等

その他のサービス業

不動産・物品賃貸業

学 術 研 究 等

飲食サービス業等

（事業所規模５人以上、令和５年度確報）
現金給与総額

産　　　業 きまって支給 特別に支払われ
する給与 所 定 内 給 与 所 定 外 給 与 た給与

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

就業形態計 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 332,533 1.3 272,608 1.2 253,534 1.3 19,074 -0.3 59,925 1.6 

鉱業，採石業等 410,914 -7.8 318,272 -10.3 292,481 -11.8 25,791 12.6 92,642 1.6 

建　　設　　業 433,106 0.1 353,602 0.8 329,194 1.0 24,408 -2.9 79,504 -2.8 

製　　造　　業 399,579 1.9 315,828 1.5 286,655 2.0 29,173 -2.5 83,751 3.1 

電気 ・ ガス業 568,363 1.1 446,861 1.1 393,757 0.8 53,104 3.2 121,502 0.9 

情 報 通 信 業 508,967 2.5 396,015 2.8 362,219 2.8 33,796 2.3 112,952 1.4 

運輸業，郵便業 380,892 3.8 318,761 3.0 275,000 2.7 43,761 4.5 62,131 8.0 

卸売業，小売業 296,428 0.8 243,953 1.1 231,621 1.1 12,332 1.0 52,475 -0.6 

金融業，保険業 504,245 4.1 382,705 3.9 358,035 4.2 24,670 0.6 121,540 4.7 

不動産・物品賃貸業 421,251 6.6 327,611 4.2 305,852 4.2 21,759 4.5 93,640 15.7 

学 術 研 究 等 495,347 1.1 386,829 2.0 359,984 2.3 26,845 -0.8 108,518 -2.1 

飲食サービス業等 132,652 0.6 124,158 0.5 117,116 0.4 7,042 3.4 8,494 2.0 

生活関連サービス等 222,528 2.5 199,583 1.5 190,684 1.6 8,899 1.1 22,945 11.2 

教育，学習支援業 381,269 1.6 295,424 0.6 288,562 0.6 6,862 0.0 85,845 5.1 

医　療，福　祉 303,130 0.2 259,092 0.5 244,688 0.7 14,404 -2.0 44,038 -1.1 

複合サービス事業 384,750 3.1 299,124 2.3 280,977 2.4 18,147 1.4 85,626 6.0 

その他のサービス業 279,104 3.6 243,030 3.1 223,894 3.2 19,136 3.3 36,074 6.5 

一般労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 438,696 1.7 352,166 1.7 325,504 1.8 26,662 0.5 86,530 2.4 

鉱業，採石業等 414,867 -8.4 321,092 -10.8 294,987 -12.4 26,105 12.1 93,775 0.7 

建　　設　　業 451,870 0.0 367,892 0.7 342,135 1.0 25,757 -3.1 83,978 -2.7 

製　　造　　業 440,478 1.6 344,658 1.3 311,995 1.8 32,663 -2.7 95,820 2.8 

電気 ・ ガス業 588,706 0.9 461,954 1.1 406,169 0.7 55,785 3.2 126,752 0.9 

情 報 通 信 業 534,450 2.1 414,133 2.6 378,350 2.6 35,783 2.2 120,317 0.7 

運輸業，郵便業 427,064 3.4 354,085 2.7 303,803 2.4 50,282 4.2 72,979 7.5 

卸売業，小売業 446,215 1.8 355,013 2.1 334,742 2.1 20,271 2.8 91,202 1.0 

金融業，保険業 542,075 3.4 407,930 3.2 380,809 3.5 27,121 -0.1 134,145 3.7 

不動産・物品賃貸業 496,260 4.2 380,782 2.2 354,410 2.2 26,372 1.9 115,478 11.8 

学 術 研 究 等 536,241 1.1 416,226 2.1 386,639 2.3 29,587 -0.9 120,015 -2.2 

飲食サービス業等 336,535 4.8 298,671 4.1 274,175 3.4 24,496 12.6 37,864 11.3 

生活関連サービス等 347,878 5.6 303,851 4.5 288,448 4.4 15,403 5.1 44,027 15.6 

教育，学習支援業 521,653 1.3 396,092 0.2 386,255 0.2 9,837 -0.4 125,561 4.7 

医　療，福　祉 391,721 -0.1 328,256 0.1 307,836 0.2 20,420 -2.2 63,465 -1.1 

複合サービス事業 434,250 3.0 332,579 2.2 312,290 2.1 20,289 2.3 101,671 5.8 

その他のサービス業 345,735 2.7 295,621 2.2 270,417 2.2 25,204 2.5 50,114 5.4 

パートタイム労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 105,989 2.4 102,837 2.4 99,954 2.6 2,883 -0.6 3,152 0.5 

鉱業，採石業等 129,644 -12.8 117,623 -9.0 114,180 -6.6 3,443 -52.5 12,021 -42.1 

建　　設　　業 129,116 -1.0 122,097 -0.5 119,555 -0.5 2,542 0.2 7,019 -8.4 

製　　造　　業 132,945 3.2 127,874 3.2 121,458 3.4 6,416 -1.4 5,071 4.6 

電気 ・ ガス業 180,514 3.4 159,105 4.6 157,116 4.5 1,989 13.7 21,409 -4.6 

情 報 通 信 業 140,639 7.6 134,141 6.8 129,063 7.8 5,078 -10.4 6,498 23.7 

運輸業，郵便業 131,568 4.0 128,016 4.4 119,465 4.3 8,551 4.2 3,552 -9.0 

卸売業，小売業 102,355 2.8 100,058 2.8 98,012 3.0 2,046 -0.8 2,297 1.9 

金融業，保険業 169,617 7.7 159,573 7.5 156,592 7.9 2,981 -1.9 10,044 9.7 

不動産・物品賃貸業 108,208 1.2 105,708 1.6 103,200 1.7 2,508 -1.8 2,500 -16.7 

学 術 研 究 等 145,766 4.4 135,535 4.9 132,131 4.3 3,404 26.7 10,231 -0.4 

飲食サービス業等 78,126 3.2 77,486 3.3 75,112 3.5 2,374 -0.4 640 -7.8 

生活関連サービス等 96,033 0.1 94,363 0.0 92,027 0.1 2,336 -5.7 1,670 2.0 

教育，学習支援業 98,484 2.2 92,641 1.9 91,770 2.0 871 5.6 5,843 5.3 

医　療，福　祉 128,476 2.9 122,737 2.8 120,192 2.9 2,545 1.4 5,739 2.8 

複合サービス事業 157,516 4.8 145,544 3.4 137,232 4.2 8,312 -8.5 11,972 27.9 

その他のサービス業 119,666 5.3 117,190 5.2 112,574 5.3 4,616 3.1 2,476 7.3 

注：産業名については、最終頁の利用上の注意４）を参照。

第１表  月間現金給与額月間現金給与額

建設業
H24⇒R5
約1.2倍

※厚生労働省公表資料を一部加工※厚生労働省公表資料を一部加工現金給与総額指数（調査産業計）

H24⇒R5
約1.05倍

H24⇒R5
約1.7倍

〈参考〉H25※⇒R5：約1.5倍
※単価算出手法の大幅変更後
（法定福利費(個人負担分)相当額の反映等）



１．公共工事設計労務単価と賃金の乖離
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追加説明資料

※国土交通省
公表資料より
引用

・国土交通省資料によると、公共工事設計労務単価が、労働者の雇用に伴い必要な賃金以外の経費を含
んだ金額と誤解され、技能労働者に支払われる賃金が低く抑えられている可能性が指摘されている。

・府としては、国の通知に基づき、対象の案件においては、労務単価の引上げに伴う契約変更等を適切に実
施するとともに、工事受注者に対して、必要な法定福利相当額を適切に含んだ額による下請契約の締結及
び技能労働者等への適切な水準の賃金の支払いがなされるよう求めており、引き続き、適切に対応していく。



２．今後の事業進捗見込み 追加説明資料

門真市 松生町付近
支柱建設工事（施工中）

大阪市 鶴見区茨田大宮付近
支柱建設工事（施工中）

東大阪市 西岩田付近
支柱建設工事（施工中）

主な発注済工事（凡例）
：支柱建設工事
：駅舎建設工事
：車両基地建設工事
：支柱建設工事（完了）

東大阪市 瓜生堂付近
車両基地工事（施工中）

門真市 桑才新町付近
鋼軌道桁建設工事（完成）

大阪市 鶴見区安田付近
支柱建設工事（完成）
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【現場の施工状況（R6.7月時点）】
・延伸区間の全線にわたり、順次、支柱建設工事等を実施中。
（一部工区では、(主)大阪中央環状線の大規模な交通規制を実施中）

・今後は、駅舎建設工事や、支柱完成箇所の軌道桁架設が本格化。



２．今後の事業進捗見込み

【事業進捗状況（R6.7月時点）】
・詳細設計は約８割が完了済（一般部：18件／21件、駅舎：4件／8件）

※未完了の詳細設計においても、大幅な設計変更の生じ得る部分(基礎等)については検討を終えている

・支柱建設工事は約６割が発注済（5.4㎞／9㎞）※一部工区ではすでに建設が完了

追加説明資料
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工 事

詳細設計

概略検討

調査・基本設計

認可協議等

詳細設計（完了） 支柱建設工事（完了）

【事業工程】 H24.6府戦略本部会議 R2.3事業認可 R4.5～再評価H28.5～事前評価

H24 H25            H26           H27            H28           H29           H30            R1             R2             R3      R4             R5

R6.5～再々評価H31.3特許取得

約８割

約１割

約２割

約７割

基本設計等

法手続き

概略検討

工 事

詳細設計

R3.3新駅合意

【今後のコスト増加リスク】※可能性の一つとして例示

➢ 昨今の急激な物価高騰が今後も長期にわたって継続

➢ 地中に事前調査で確認できなかった埋設物等が存在

➢ 掘削した土砂から想定外の自然由来汚染などが確認

➢ 警察・地元等の要請により、交通規制範囲や時間帯が変更となり、施工効率が低下 等

○ これまで詳細設計を進めてきた中で判明した設計変更内容について、今般の事業費見直しに反映したこ
とから、今後、設計変更による大幅なコスト増加が生じる可能性は低いと考えられる。

○ 引き続き、物価の動向を確認し、物価上昇が事業進捗へ与える影響を把握するとともに、工事施工の段
階における増額の可能性等をいち早く把握し、事業リスクに的確に対応するなど、適切な事業進捗に向けた
取組を強化し、進捗管理を徹底していく。


